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大原議員  

私は自由民主党福岡市議団、伊藤会長の代表質問を補足して、 

都市計画マスタープランについて、 

農業の振興について、 

以上２点について質問をしてまいります。 

 最初に、都市計画マスタープランについてです。 

 総務省の人口動態調査によると、福岡市は全国市区での日本人住民の人口増加数

が全国１位、総人口増加数が第２位との発表がありました。人口増が示すように、福

岡市は元気で住みやすい都市として高い評価をいただいています。人口増の要因と

して、コンパクトな都市で利便性が高いことや食べ物が豊富であること、大学や専門

学校が多いので若者の他県からの流入があること、天神ビッグバン、博多コネクティ

ッドなどの再開発が進み、企業誘致による雇用の創出が見込まれること、そして、自

然に囲まれていて様々な余暇の過ごし方ができることなど、いろいろと挙げられて

います。 

 昨年 12 月に福岡市の将来の健全な発展を目的として策定された第 10 次基本計画

には、将来的な人口減少や単独世帯の増加等を見据え、地域コミュニティの活性化や

福祉の充実、付加価値の高い国際競争力のあるビジネス環境の創出など、持続可能な

まちづくりに取り組み、より高みを目指した構想が示されています。市民生活におい

ても「市民が住み慣れた地域において、地域の人々がつながり、支え合うとともに、

必要な生活基盤や行政サービス、市民の生命や財産を脅かす災害、犯罪、感染症への

備えが確保され、安全で安心して暮らせるまちづくりを進めます」と、生活の質の向

上を都市経営の基本戦略の中に掲げてあり、福岡市がもっと住みやすいまちになる

ことを期待しています。 

 現在はこの第 10 次基本計画のまちづくりの方向性に基づいて、福岡市都市計画マ

スタープランの作成に取りかかっておられるとのことです。都市計画マスタープラ

ンは今から 33 年前の 1992 年に都市計画法の大幅な改正によって第 18 条の２第１

項に規定され、その目的として、国土交通省は、長期的視点に立った都市の将来像を



明確にし、その実現に向けての大きな道筋を明らかにするものであり、様々な社会構

造変化、自然災害リスクの中、持続可能で活力ある地域づくりを進めるために、都市

計画マスタープランの役割は増していますとしています。また、都市計画マスタープ

ランは住民に最も近い立場にある市町村が、その創意工夫の下に住民の意見を反映

し、まちづくりの具体性のある将来ビジョンを確立し、地区別のあるべきまちの姿を

定めるものですとも記されています。 

 福岡市都市計画マスタープランは平成 26 年５月の改定以来の新たなプランの策定

となるわけですが、本市の都市計画マスタープラン改定の検討状況についてお伺い

いたします。 

 また、第 10 次基本計画においては、都市経営の基本戦略として、生活の質の向上

と都市の成長の持続的な好循環をつくり出すことがうたわれておりますが、都市部

だけではなく、郊外の発展のためにも、基本計画の空間構成目標で掲げられている市

民生活の核となる広域拠点や地域拠点など、地域の拠点は非常に重要なものである

と考えます。 

 そこで、基本計画を踏まえ、都市計画マスタープランの改定に当たり、地域の拠点

におけるまちづくりの方向性をどのようにしようと考えているのか、お尋ねいたし

ます。 

 また、拠点のまちづくりを推進するには都市計画マスタープランに具体的な内容

を示すべきだと思いますが、都市計画マスタープランの改定に当たり、地域の拠点に

おいてどのような方針を示されようとしているのか、お尋ねいたします。 

 続いて、農業の振興についてです。 

 福岡市の魅力は、何といっても新鮮でおいしい食材が豊富なことです。福岡市のお

いしい食べ物は観光における大きな資源にもなっています。また、市民の意識調査で

97％もの方々から福岡市は住みやすいとの評価をいただいていますが、その要因の

トップに、新鮮でおいしい食べ物が豊富が挙げられています。一方で、その新鮮でお

いしい野菜や魚、肉などの生産拠点である都市周辺では、従事者の高齢化や担い手の

不足などから、これまでの生産量を維持できるか危ぶまれています。 

 地元農業に目を向けてみたいと思います。特に早良区南部３校区の中山間地域に

おける農地は生産に不利な狭隘な棚田が多く、直近のデータによると、658 戸の農家

のうち、専業農家は僅か約 3.2％、21 戸しかありません。そのほとんどは 637 戸の小

規模兼業農家によって農地が維持されていますが、早良区の兼業農家からは、今使っ

ているトラクターが使えなくなったら農業をやめたいという声も聞こえてきます。



それを裏づけるように、農林水産省のデータによると、全国の農家数は 20 年前に比

べて約 56％減少しているそうです。その８割が兼業農家とのことです。また、民間

調査機関、三菱総研の報告書によると、25 年後の 2050 年には日本の農家の数が約

80％も減少するとの見方が示されています。 

 続けて、農家の数が急激に減少することは、単に農業従事者にとどまらず、国全体

の食料自給率に直結する重大な課題である。日本は、これまで自国の食料生産によっ

て一定の自給率を維持してきたが、農家の激減により食料生産量が大幅に低下すれ

ば、輸入依存度が一層高まることが懸念される。輸入に頼る体制は、国際情勢の変動

や為替レートの変動、さらには国際市場における価格高騰などの影響を受けやすく、

ひいては国民の食卓に直結する価格高騰や供給不足、さらには安全保障上の問題に

もつながる可能性がある。そして、かつて米騒動として知られる事態が他の食材にお

いても発生する可能性が指摘されている。米騒動は混乱期に食料不足や不公平な分

配が引き金になって発生した社会不安の一例であり、同様のことが現代においても

繰り返されるリスクは否めないとあります。その予見どおりに、昨年からの米不足が

米の価格を高騰させ、それに伴って米の争奪戦が始まり、令和の米騒動と呼ばれるま

でに事態は深刻さを増しつつあります。それに拍車をかけたように、昨年からの野菜

の価格の高騰が市民の台所を直撃し、不安と不満が募りつつあります。不満が暴動に

つながらないことを祈ります。 

 米や野菜の高騰の原因はいろいろ挙げられますが、まず異常気象にあります。今か

ら 30 年ほど前の平成の米騒動の原因は、80 年ぶりに日本を襲った冷夏と長雨の異常

気象でした。米の収穫量は例年の７割まで落ち込み、価格が高騰し、スーパーの棚か

ら米がなくなってしまいました。市民の怒りは米をよこせとのデモになりました。政

府は国の備蓄米では足りずに、中国、タイ、アメリカ、オーストラリアなど、海外か

らの緊急輸入によって急場をしのぎました。50 歳以上の方はこの年の光景は記憶に

残っておられると思います。現在の米や野菜の高騰の原因の一つは、平成米騒動と同

じ異常気象ですが、今回は夏の猛暑と少雨、それに秋が短かったことで冬野菜の生育

が悪く、不作になったことが挙げられます。が、もっと反省すべき原因がほかにもあ

るように思われます。30 年前、絶対に忘れてはならない平成の米騒動と叫ばれなが

ら、同じことをまた繰り返したことを大いに反省すべきだと思います。米の高騰の原

因としてもう一つ挙げられるのが、米の買いだめと投機目的の買い込みがあります。

今後、買いだめや投機をなくす何らかの施策が必要と感じます。政府は事態打開に国

の備蓄米を放出することにしましたが、これによって一日も早く事態が収束するこ



とを期待しています。 

 米や野菜が高騰したことで、農家はもうかったのではないかと心ない言葉が聞こ

えてくるのが残念です。丹精込めて作った野菜の出来が悪くて出荷も少なくなり、こ

れでは価格高騰した肥料などの資材代も取り戻せないと農家の嘆きの声を知ってい

ただきたいと思います。 

 そこで、福岡市の農業の現状についてお尋ねいたします。 

 まず、この５年の農業従事者数、農家の経営主の平均年齢の変化と新規就農者数の

直近５年間の累計についてお尋ねします。 

 また、この５年の農地面積と耕作放棄地面積の変化をお尋ねいたします。 

 新規就農者は農業経営が軌道に乗るまで何らかの支援が必要と思われますが、市

としてどのような支援が行われてきたのか、お尋ねいたします。 

 兼業農家が離農することで耕作放棄地が増えていきますが、兼業農家の農業離れ

を少なくするために本市はどのような取組を行ってきたのか、お尋ねいたします。 

 以上で１問目を終わり、２問目からは自席にて行います。 

  

住宅都市局長  

都市計画マスタープランに関する御質問にお答えいたします。 

 まず、改定の検討状況につきましては、令和６年６月に都市づくりの基本理念と基

本方向などを議会に報告した後、上位計画の第 10 次福岡市基本計画や、交通や緑な

どの関連計画の検討状況を踏まえて検討を進めているところでございます。令和７

年度の改定に向けて、市民や議会、有識者の御意見を踏まえながら検討してまいりま

す。 

 次に、地域の拠点におけるまちづくりの方向性につきましては、第 10 次福岡市基

本計画におきまして、地域の拠点の目指す姿として、まちの歴史や生活圏域、交通結

節機能など、拠点の特性に応じて市民生活に必要な都市機能が適正に集約されてい

ることが掲げられております。これらを踏まえまして、都市計画マスタープランの改

定におきましても、都市づくりの基本方向の一つに地域の核となる拠点の機能強化

を掲げ、各拠点の特性に応じた都市機能の誘導を図るとともに、公共交通を主軸とし

た持続可能な総合交通体系づくりを進め、市民生活の核となる拠点の機能強化、連携

を図ることとしております。 

 次に、地域の拠点に関する方針につきましては、土地利用の基本的な方針におきま

して、市民生活に必要な都市機能の集積や緑豊かな市街地環境の形成に取り組むこ



ととしております。また、交通体系づくりの基本的な方針におきましては、拠点への

アクセス強化に取り組むことなどとしております。以上でございます。 

  

農林水産局長  

農業の振興についての御質問にお答えいたします。 

 まず、農業従事者数の推移につきましては、国の農林業センサスによりますと、直

近の令和２年が 2,580 人、５年前の平成 27 年が 3,543 人で、963 人、約 27％減少し

ております。経営主の平均年齢の推移は、ＪＡ福岡市の組合員実態調査によりますと、

令和５年度が 73.7 歳、５年前の平成 30 年度が 71.7 歳で、2.0 歳上昇しております。

また、新規就農者数は令和元年度から５年度までの５年間で 109 人となっておりま

す。 

 次に、農地と耕作放棄地の面積の推移についてでございますが、福岡市農林水産統

計書によりますと、農地につきましては、令和５年が 2,343 ヘクタール、５年前の平

成 30 年が 2,530 ヘクタールで、187 ヘクタール、約７％減少しております。耕作放

棄地は、令和元年が 321 ヘクタール、５年前の平成 30 年が 361 ヘクタールで、40 ヘ

クタール、約 11％減少しております。 

 次に、新規就農者への支援につきましては、国事業を活用し、経営開始資金を最大

３年間交付するほか、必要な機械や施設等の導入経費の助成を行っております。また、

年齢などの要件により国事業の対象とならない方に対しては、市独自に機械や施設

の導入経費の助成を行っております。あわせて、ＪＡや県等の関係機関と連携し、圃

場を定期的に巡回し、栽培指導や助言を行うなど、就農直後の経営安定化に向けた支

援を実施しております。 

 最後に、兼業農家への支援につきましては、兼業農家を含む小規模な農家は国や県

の補助事業の活用が難しいことから、市独自に共同で利用するトラクターなどの大

型機械の購入費用への助成を実施いたしております。以上でございます。 

  

大原議員  

２問目に入ります。 

 まず、都市計画マスタープランについてです。 

 都市計画マスタープランの改定に当たっては、拠点の機能強化を示していくとの

答弁でありました。都市計画マスタープランについては、１点課題があると考えてい

ます。というのは、平成 26 年改定の現在の都市計画マスタープランには区別に構想



が示されていますが、その内容は具体性に欠け漠然としていて、その地域にどのよう

な具体的な将来ビジョンがあり、実現に向けてどのように進めようとしているのか、

中長期の構想が見えにくいため、各区や校区でのまちづくりに生かされなかったよ

うな感じがします。 

 早良区の拠点地域を例として話を進めます。2021 年、令和３年にオープンした早

良区の福岡市早良南地域交流センター、ともてらす早良の設置の過程についてです。

このセンターは計画に基づいて現在の場所に設置されたわけではありません。早良

区は縦に細長く、海から脊振の尾根まで広がっており、市民センターは北部にありま

す。早良区南部の公共交通機関であるバスは全て国道 263 号を走っており、天神や

博多に向かっています。そのため、藤崎にある市民センターを利用するためにはバス

を乗り換えないといけません。バスの本数も少なく、何より遠いので時間もかかり、

南部の市民にとってとても不便でした。このことから、国道 263 号沿いに早良区地

域交流センターを早期に設置してほしいとの声が上がりました。24 年前に博多南地

域交流センターが設置され、次は早良区に設置するとの計画になったと聞いていま

す。その後、野芥に地下鉄の駅を開設することが決定したことから、交流センター設

置計画予定地は国道 263 号と開業予定の地下鉄七隈線の交通結節点となる野芥駅の

隣接地が候補に挙がりました。また、地下鉄七隈線と国道 263 号、そして、外環状道

路が交差する交通結節点であることから、交流センターの１階にバスターミナルを

併設することで交通の利便性を図るという構想でした。しかしながら、地権者との交

渉はうまくいかず、新たに近くに候補地を当たりましたが、これもうまくいきません

でした。 

 地下鉄七隈線が開通し、野芥駅が設置されるという計画が公になるとともに、周辺

には瞬く間に住宅やショッピングセンターなどが立ち並びました。地下鉄七隈線の

開業から 10 年ほど過ぎた平成 26 年度に改定された福岡市都市計画マスタープラン

には、野芥を地域拠点として位置づけ、「野芥では、交通結節機能を生かした福岡市

西南部の新たな拠点づくりを進め、区の中南部地域にコミュニティの拠点としての

地域交流センターの早期整備を図ります」と示されていました。それから８年後の令

和３年に早良区南部の市民が待ち望んでいた地域交流センター、ともてらす早良は

四箇田団地の隣にオープンしました。しかし、当初から南部住民が望んでいた場所が

国道 263 号の沿線から離れていることと、そこまでのバス路線がないことから、高

齢者や障がい者にとって利用しづらいとの不満の声が出ました。開館と同時に、バス

営業所からバス路線を確保していただきましたが、１時間に１本、しかも、バスの営



業所で乗継ぎをしなければならない不便さから、バスでの利用者は僅かしかありま

せん。このような結果になったのは、福岡市都市計画マスタープランを作成する過程

を捉え、野芥駅周辺の住民と話合いの場を持っていれば、もっとよい敷地が見つかっ

たのではないかと考えられます。都市計画法第 18 条の２に「市町村は、基本方針を

定めようとするときは、あらかじめ、公聴会の開催等住民の意見を反映させるために

必要な措置を講ずるものとする」とあり、ぜひ新たな都市計画マスタープランの改定

に当たっては市民の意見を聞き、それが反映されるように取り組んでいただくよう

に要望いたします。 

 さて一方で、拠点に位置づけられた地域における具体的なまちづくりに目を向け

たいと思います。早良区では地域拠点として野芥が位置づけられ、交通結節機能を生

かした新たな拠点づくりを進めると示されていますが、地下鉄野芥駅が開業してか

ら後、駅前の野芥口交差点はほとんど何も手がつけられず、そのままで、地域に改良

計画の説明もあっていません。先ほど申し上げましたように、地下鉄七隈線と国道

263 号、そして、外環状道路が交差する交通結節点であり、交通の要所でバスから地

下鉄に乗り換える拠点駅でもありますが、歩道が狭く、駅まで歩きにくく、また、野

芥交差点の交通渋滞については解消のめども立っておらず、バスの遅れについて不

満が鬱積しています。 

 そこで、野芥周辺における渋滞の現状と今後の対策についてお尋ねいたします。 

 また、地下鉄七隈線の野芥駅が整備され、バスやマイカー、自転車との乗継ぎも重

要になると思いますが、野芥駅の交通利便性の向上に今までどのように取り組んで

こられたのか、また、今後どのように取り組んでいくのかをお尋ねいたします。 

 また、野芥地区については、地域拠点に位置づけられ、七隈線の整備と併せて周辺

のまちづくりに取り組んでこられたとのことですが、地域住民は野芥が拠点地域で

あることも知らず、野芥駅ができた後もまちに変化は感じられなかったといった声

も聞いています。 

 そこで、七隈線の整備に併せ、拠点地域として野芥駅周辺のまちづくりにこれまで

どのように取り組んでこられたのか、また、今後どのように取り組んでいかれるのか、

お尋ねいたします。 

 次に、広域拠点と位置づけられている早良区北部についてです。 

 早良区北部は近代以降、商業地として西新から藤崎までに５つの商店街が連なり、

一時期はデパートに行かなくても商店街で全て買物が済ませられるぐらい活気があ

りました。今でも５つの商店街が１つにまとまり、サザエさん商店街通り連合会とし



て新たなにぎわいを見せています。また、この地域は多くの学校が集まる市内でも有

数の文教地域として知られていますし、シーサイドももちには高層マンションが立

ち並ぶ住宅街と、福岡タワーや博物館、総合図書館、福岡ソフトリサーチパークや放

送局など、文化、情報技術関連施設が集積しています。この地域の発展は、明治以降

に郡役所や警察署、郵便局などが移ってきたことも寄与したと考えられます。今でも

早良区役所周辺には、市の施設として水道局の早良営業所、早良保健所、市民センタ

ー、藤崎バスターミナル、ももち体育館など、県の施設として早良警察署、ももち文

化センター、国の施設として西福岡税務署、福岡森林管理署、そして、九州郵政研修

センターなどが一画に集積しています。しかしながら、東区や南区役所と同時期に建

てられた早良区役所をはじめとする各施設が一定の築年数を経過していること、駐

車場が少ないことなどから、利用者の不満の声も多く、交通渋滞も大きな課題になっ

ています。各施設の今後の建て替え時期を見据え、情報を共有しながら計画的に進め、

行政サービスの中心地として、市民の利便性の向上と地域の発展に寄与するまちづ

くりが必要であります。 

 今取りかからないと市民の利便性が何も改善されないのではないかと地元自民党

議員の意見が一致しました。そこで、平畑雅博議員を座長として、自民党市議４名で

早良区役所周辺のまちづくり研究会を立ち上げ、市役所関係者をはじめ、区役所周辺

の各公共施設の関係者に集まっていただき、各施設の将来的な建て替えを想定し、議

論を重ねてきました。 

 改めて国や県、市関連部局が横断的な場の必要性や連携した取組の重要性を再確

認し、まちの将来像をまとめ、髙島市長に早良区役所周辺のまちづくりに関する報告

書をお渡ししたところですが、早良区役所及び周辺の公共施設の建て替えについて、

まちづくりの観点からどのように考えておられるのか、所見をお尋ねいたします。 

 次に、農業の振興についてです。 

 政府は昨年、食料の安定確保、農業の多面的機能の発揮、農業の持続的発展、農村

振興を基盤に、日本農業の発展と国民生活の向上を図ることを目的として、食料・農

業・農村基本法を改正しました。１問目でも触れましたが、国内においては、少子・

高齢化に伴う農業従事者の減少、気候変動による自然災害や不作の多発、農地面積の

減少による生産基盤の脆弱化など、様々な課題が生じていることから、持続可能な農

業が危ぶまれている状況です。国外においても世界的な食料需給の不安定さが進ん

でいます。ロシアのウクライナ侵攻などによって肥料や小麦価格の高騰、地球温暖化

による異常気象などが影響して、日本が依存している食料や飼料の価格が高騰し、こ



のことから食料安全保障への懸念が急速に高まり、食料安全保障を中心とした基本

法が改正されたところです。 

 そこで、ここからは令和７年度の市の具体的な取組についてお尋ねいたします。 

 本市は国の食料・農業・農村基本法を踏まえて７年度農業予算を組まれたと思いま

すが、来年度の農業施策の方向性についてお尋ねいたします。 

 また、現代社会においては、どの業界でも人手不足が大きな課題になっている中、

気候変動などで収入が安定しない農業従事者の確保は非常に厳しくなっています。 

 このような状況において、農業の担い手の支援についてどのような施策を講じよ

うとしているのか、お尋ねいたします。 

 特に作業効率が悪い中山間地域の兼業農家がいかに農業を継続し、次の代が引き

継ぐような魅力ある農業にするためにはどのような施策を行うのか、お尋ねいたし

ます。 

 また、新規就農者の確保についてはどのような施策を行うのか、お尋ねいたします。 

 さらに、農業意欲をそぐイノシシなどの鳥獣による被害防止策として、令和７年度

の取組についてお尋ねいたします。 

 耕作放棄地の再生と、これ以上増やさないためにどのような農地保全の施策を行

うのか、お尋ねいたします。 

  

道路下水道局長  

都市計画マスタープランに関する御質問についてお答えいたします。 

 野芥周辺における渋滞につきましては、野芥交差点及び野芥口交差点が福岡県交

通渋滞対策協議会において地域の主要渋滞箇所として選定されております。このた

め、野芥交差点につきましては、平成 29 年度に大野城二丈線の右折レーン設置を行

うとともに、野芥口交差点につきましては、令和４年度から国道 263 号の右折レー

ン延伸事業に着手しているところでございます。今後とも、野芥周辺の渋滞対策につ

きましては、交通の円滑化を図るため野芥口交差点の改良をしっかりと進めるとと

もに、交通状況を把握するなど、総合的に取組を進めてまいります。以上でございま

す。 

  

住宅都市局長  

都市計画マスタープランに関する御質問にお答えします。 

 まず、野芥駅の交通利便性の向上につきましては、これまで自転車駐車場やバス停



カットの整備、バス車内や地下鉄駅での相互の乗換情報案内、民間の時間貸し駐車場

と連携したパーク・アンド・ライドの推進に取り組んできたところであり、引き続き

交通事業者や民間事業者と連携し、取り組んでまいります。 

 次に、野芥駅周辺のまちづくりにつきましては、３号線沿線まちづくり方針におい

て、交通結節機能の整備と併せて、土地の有効利用を検討する地区として、これまで

民間医療施設の建て替えの機会を捉え、地下鉄出入口やバス停と一体となった広場

などの整備を誘導してきたところでございます。引き続き野芥駅周辺の民間開発な

どを適切に誘導し、良好な市街地形成に取り組んでまいります。 

 次に、早良区役所及び周辺の公共施設の建て替えにつきましては、各施設管理者に

おいて判断が必要となってまいりますが、各施設の機能更新時期を見据え、連携して

取り組むことがよりよいまちづくりにつながると考えております。このため、令和５

年度から各施設管理者や交通事業者などで構成する早良区役所周辺のまちづくり連

絡会議を開催し、各施設の情報共有や意見交換を行っているところでございます。以

上でございます。 

  

農林水産局長  

答弁に入ります前に、先ほどの答弁の訂正をさせていただきます。 

 先ほど耕作放棄地に関する御質問に対して、令和元年とお答えいたしましたが、正

しくは令和５年でございました。おわびして訂正させていただきます。すみませんで

した。 

 それでは、農業の振興についての御質問にお答えいたします。 

 まず、令和７年度の農業施策の方向性につきましては、持続可能な農業を未来に引

き継ぐために、生産基盤の維持、整備や経営の安定化、担い手の確保に取り組むとと

もに、市内産農産物のブランド化、消費拡大、農村地域の活性化を推進してまいりま

す。 

 次に、担い手の支援につきましては、意欲ある担い手に対して、トラクターなどの

大型機械やドローンなどのスマート機械等の導入支援の充実を図るほか、園芸ハウ

ス施設の整備について、これまで施設の新設に限定して支援を行っておりましたが、

農家の声を踏まえ、新たに改修などの長寿命化についても対象とするなど、支援を拡

充することとしております。 

 次に、中山間地域を対象とした施策につきましては、生産を維持するために集落が

実施する水路や農道の管理活動などに対し、国の交付金を活用して支援を実施する



とともに、持続可能な農業を次代へつなげていくため、地元農産物の学校給食等での

活用や特産品のＰＲによる消費拡大など、所得の向上に向けた取組を推進してまい

ります。 

 次に、新規就農者の確保につきましては、就農時に活用できる市や国の支援事業の

ほか、市内農家からの応援メッセージ等を掲載した福岡市就農ガイドを活用し、様々

な相談に対し、きめ細やかに対応するとともに、民間企業等が主催する就農相談イベ

ントへ出展するなど、取組を進めてまいります。また、野菜栽培に関する農業研修に

ついて、新たに西区において休日に受講できるコースを開講するなど、就農前の支援

の充実を図り、多様な人材の確保に努めてまいります。 

 次に、イノシシなどの鳥獣による被害防止策につきましては、捕獲、侵入防止対策、

生息環境管理の３本柱を基本として、ＩＣＴ、ＩｏＴを活用したわなの設置や猟友会

による集中捕獲を実施するとともに、市独自にイノシシなどが出没しにくい環境づ

くりへの支援を行うなど、地域や関係機関と連携し、被害防止に向けた取組を進めて

まいります。 

 最後に、耕作放棄地の再生につきましては、農業委員会と連携して意欲ある農業者

と農地所有者とのマッチングを進めるとともに、再生に要する経費を支援してまい

ります。また、農地の保全については、農業者の減少に伴い、これまでのような農地

の維持管理が難しくなっている状況を踏まえまして、民間事業者のアイデアを募集

し、企業、団体などによる農地の活用に向けた実証実験を実施してまいります。以上

でございます。 

  

大原議員  

３問目に入ります。 

 都市計画マスタープランについては、改定状況や方向性、早良区における拠点のま

ちづくりを例に質問をしてまいりました。各区にも広域拠点や地域拠点が示されて

いますが、早良区と同じように具体的な将来構想が見えにくいし、10 年間何も変わ

っていないと聞きます。第 10 次基本計画が昨年 12 月に議決され、都市計画マスタ

ープランも現在改定中という状況にありますが、それぞれの計画は策定すれば終わ

りというわけではありません。地域に拠点を位置づけても、それが市民の皆さんに伝

わっていない、知られていないようでは意味がありません。そういう観点では、むし

ろ計画が目指す姿に向かって、行政としてどのように市民の皆さんに働きかけてい

くか、どう実効性を持たせるかが重要だと思います。 



 地域のまちづくりを進めるには、行政の力だけでは難しく、市民の皆さんの協力は

必要不可欠です。そのためには、各地域の皆さんにその方向性を理解していただき、

市民と行政が同じ認識を持ってまちづくりに取り組んでいく必要があります。福岡

市としてどのような将来像を描いているのかを具体的に示し、手間暇かかりますが、

様々な機会を捉え、多様な手法をもって市民参画、協働を促し、それぞれの地域にお

いてまちづくりの夢を共有していただきたいと思います。そして、構想の実現に向け

て着実に地域のまちづくりを進めていただきたいと要望いたします。 

 そこで、最後に市長にお尋ねしますが、地域の特性や課題を踏まえながら、市民生

活の核となる地域の拠点づくりに取り組むとともに、具体的なまちづくりの推進に

当たっては、地域の方の意見も積極的に取り入れながら進めてもらいたいと考えま

すが、所見をお尋ねいたします。 

 次に、農業の振興についてです。 

 福岡市の近郊の農地は筑後平野とか佐賀平野と違い、農地が狭く、特に早良区南部

の中山間地域では棚田が多いため、農業の規模拡大が難しく、貸したくても借手がい

ない農地ばかりです。私は現在、早良区南部中山間地域の兼業農家の一人として、２

反の田んぼと１反の畑を耕しています。いわゆる三反百姓です。年間 30 万円の粗利

を得るために頑張っています。私には子どもが３人いますが、長男は東京に就職して

所帯を持っていて、福岡には帰る見込みがありません。また、２人は娘で、それぞれ

所帯を持っていて、とても農業を継ぐとは思えません。私が住んでいる曲渕の集落は

60 世帯ほどありますが、９世帯が同じ規模の兼業農家です。私と同じような理由で

後継者がなく、農業が続けられると見込めるのは僅か１世帯だけです。早良区南部の

集落はどこでも同じような状況のようです。現在、南部地域で農業をやっているのは

私たち世代の 70 歳前後がほとんどです。これから先、何も手を打たないと、あと 10

年もすればほとんどが耕作放棄地になりかねません。農道や農業用水路などの必要

な整備や、機械や施設の導入支援など、現役の専業農家や兼業農家の次の世代が農業

を受け継いでいきたいと意欲を持てるような魅力と収入の確保が必要です。それと

同時に、経営開始資金の充実や農地取得の際の支援など、新規就農者が参入しやすく、

さらに、農業を継続できるような支援も必要です。 

 また、農地は農産物を生産するだけではなく、多面的機能を持っています。その一

つが洪水防止です。集中豪雨があっても、水をため、一気に河川に水が流れないよう

にする調整池の役目を果たします。ほかに自然環境の保全、良好な景観の形成、農業

文化の継承など様々で、その恵みは地域住民だけではなく、都市住民も含め、多くの



人たちが知らないうちに恩恵を受けています。1,000 年以上前から耕し続けられた歴

史を刻んだ田畑を私たち世代で絶やすわけにはいきません。ただ農家だけの財産と

して残すのではなく、市民みんなの財産として、知恵を絞って福岡市の田園風景を

100 年、200 年と持続可能なものにしていかなければなりません。しかしながら、農

家だけでの農地維持は難しいため、市民とともに農地を守っていくべきで、そのため

の手だてが必要です。 

 そこで、この質問の最後に、政令市の中でも局レベルで農林水産行政を担っている

のは３都市のみで、その一つの福岡市として令和７年度の農業振興施策の取組と決

意についてお尋ねして、私の質問を終わります。 

  

農林水産局長  

農業の振興についての御質問にお答えいたします。 

 令和７年度は、先ほど答弁させていただきました生産基盤の維持、整備など４つの

方向性にしっかりと取り組むことに加えまして、特に議員おっしゃるように人手不

足や農地の保全、農村地域の活性化という課題に対応していく必要があると考えて

おります。このため、新たに地域農業への市民参加の促進や企業、団体等による農地

の活用に向けた実証実験を実施するとともに、地域の農産物を使用した商品開発や

ＰＲによる農村地域の魅力向上に取り組んでまいります。また、７年度には次期農林

業総合計画の策定に着手することとしており、国の動向を注視するとともに、地域の

農業者やＪＡなどの御意見をしっかりと伺いながら、持続可能な農業とその多面的

機能の維持を目指してまいります。以上でございます。 

  

市長（髙島宗一郎）  

地域の拠点につきましては、都市計画マスタープランの改定に当たりまして、地域の

特性を生かし、生活の質を高める都市づくりに向けて、市民生活の核となる拠点の機

能の強化に取り組むこととしております。まちづくりに当たりましては、市民生活に

必要な都市機能の集積が図られるように、地区計画などの制度も活用しながら、計画

的な機能更新を誘導しますとともに、交通結節機能の強化や、また、道路交通の円滑

化を図るなど、地域の御意見もお伺いしながらしっかりと取り組んでまいります。以

上です。 

 


